
 

 

柳川市公告第１４９号 

  

柳川市が発注する柳川市教育用コンピュータシステムリース（電子黒板等機器）に

ついて、次のとおり一般競争入札に付します。 

 

  令和８年１０月１日 

 

                柳 川 市 長            松 永  久 

 

１ 件名     

教育用コンピュータシステムリース（電子黒板等機器） 

２ 納入場所   

柳川市立小・中学校（２０校） 

３ 機器概要   

文教向け電子黒板、周辺機器、その他等 １式 

（詳細は別紙仕様書のとおり） 

４ 納入期限  令和９年２月２６日（金）まで。 

５ リース期間 令和９年３月１日から令和１４年２月２９日まで（５年間）。 

６ 契約に関する事務を担当する部課の所在地、名称及び電話番号 

 〒８３２－８５５５ 柳川市三橋町正行４３１番地 

  柳川市教育委員会教育部学校教育課総務係（柳川市役所三橋庁舎内） 

  ℡ ０９４４－７７－８８６２（直通） 

７ 入札参加資格（地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の

規定に基づき定める入札参加資格をいう。）は、次に掲げるすべてを満たすこととす

る。 

 (1) この入札に係る契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ない者

でないこと。 

 (2) 地方自治法施行令第１６７条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があっ

た者で、その事実があった後２年を経過しない者でないこと。 

 (3) 柳川市の入札停止期間中でないこと。なお、公示日から受託予定者として決定

を受けた前日までに指名停止措置を受けた場合は資格を失うものとする。 

(4) 国税（法人税または所得税及び消費税をいう）、都道府県税又は市町村税を滞納

していないこと。 

(5) 会社更生法（平成１４年法律第１５４条）に基づき更生手続開始の申立てがな

されている者でないこと、または民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基

づき再生手続開始の申し立てがなされている者でないこと。 

(6) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第



 

 

２条に規定する暴力団員（以下、「暴力団員」という。）でないこと、または法人

であってその役員が暴力団員でないこと。 

(7) 福岡県内に本店又は支店等を有すること。 

(8) 令和２年４月１日以降に福岡県内の地方公共団体において、同種又は類似する

業務の契約を締結し、履行した実績があること。（令和８年度中にリースを行う予

定がある者も可）。ただし、納入業者が柳川市に本店又は支店等を有するものは省

略できる。 

 (9) 本件に係るハードウェア（同一種類）及びソフトウェア全てを一括して納入で

きること及び保守運用など確実に履行できること。なお、既存システムなどとの

連携作業を必要とする場合は、既存システムの設定業者からのサポートを確実に

受けることができること。 

８ 入札参加申込みの受付 

  入札に参加を希望する者は、本市ホームページから必要な文書をダウンロードし、

必要書類を持参の上、提出すること（郵送等又は電送によるものは受け付けない。)。 

 (1) 受付場所 

   柳川市三橋町正行４３１番地 

   柳川市教育委員会教育部学校教育課総務係（柳川市役所三橋庁舎内） 

 (2) 申込受付期間 

   令和８年１０月２日（金）から令和８年１０月１３日（火）までの市の休日を

除く毎日、午前９時から午後５時まで。 

 (3) 提出書類 

  ア 一般競争入札参加申請書（様式第１号） 

  イ 同種・類似業務履行実績調書（様式第２号） 

   ７の(8)に係る契約書、企業体の協定書、契約の内容が確認できる書類等を添付

すること。また、資料は写しとする。ただし、納入業者が柳川市に本店又は支

店等を有するものは省略できる。 

  ウ 登記事項証明書又は登記簿謄本の写し（個人の場合は身分証明書。令和８年

４月１日以降発行のものに限る。） 

  エ 使用印鑑届（様式第３号） 

  オ 印鑑証明書（令和８年４月１日以降発行のものに限る。） 

  カ 次に掲げる納税証明書又は未納の税額がないことの証明書（７の(5)を参照）。

ただし、発行日が令和８年４月１日以降のものに限る。 

   (ｱ) 国税（個人の場合は「納税証明その３の２」、法人の場合は「その３の３」） 

    (ｲ) 都道府県税（個人の場合は事業税、法人の場合は法人都道府県民税及び事

業税） 

    (ｳ) 市町村税 

(4) その他 



 

 

  ア 提出書類の作成に要する費用は、提出者の負担とする。 

イ 提出書類は、本市において無断で目的外使用をすることはない。 

  ウ 提出書類は、返却しない。 

９ 入札参加確認通知 

 (1) 入札参加の可否は、令和８年１０月２０日（火）に書面により通知する。 

 (2) 入札参加できないと決定した者に対する理由の説明 

  ア 入札参加できないと決定された者は、入札参加できないと決定された理由に

ついて説明を求めることができる。 

  イ 入札参加できないと決定された理由の説明を求める場合には、令和８年１０

月２９日（木）までに書面（様式は自由）を提出して行わなければならない。 

  ウ 書面は持参するものとし、郵送等又は電送によるものは受け付けない。 

  エ 説明を求められたときは、令和８年１０月３０日（金）までに説明を求めた

者に対し書面により回答する。 

  オ 入札参加できないと決定された理由の説明を求める書面の提出先は、柳川市

三橋町正行４３１番地柳川市教育委員会教育部学校教育課総務係（柳川市役所

三橋庁舎内）とする。 

１０ 仕様書等の閲覧 

    仕様書等については、柳川市のホームページからのダウンロードにより、又

は柳川市教育委員会教育部学校教育課総務係において希望者に写しを提供する。

ただし、電送又は郵送等による提供は行わない。 

  ア 場所 

    柳川市三橋町正行４３１番地 

    柳川市教育委員会教育部学校教育課総務係（柳川市役所三橋庁舎内） 

  イ 期間 

令和８年１０月１日（木）から令和８年１１月１０日（火）までの市の休日

を除く毎日、午前９時から午後５時まで。 

１１ 仕様書等に関する質問及び回答 

 (1) 仕様書等に関する質問がある場合には、次のとおり書面により提出すること。 

  ア 受付場所 

    柳川市三橋町正行４３１番地 

    柳川市教育委員会教育部学校教育課総務係（柳川市役所三橋庁舎内） 

  イ 期間 

    令和８年１０月２日（金）から令和８年１１月２日（月）までの市の休日を

除く毎日、午前９時から午後５時まで。 

 (2) 質問書に対する回答は、次のとおり閲覧に供する。 

  ア 場所 

    柳川市三橋町正行４３１番地 



 

 

    柳川市教育委員会教育部学校教育課総務係（柳川市役所三橋庁舎内） 

  イ 期間 

令和８年１１月４日（水）から令和８年１１月９日（月）までの市の休日を

除く毎日、午前９時から午後５時まで。  

１２ 入札書の提出日時、提出場所及び提出方法 

 (1) 提出日時 

   令和８年１１月１０日（火） 午前１０時００分 

 (2) 提出場所 

   柳川市三橋町正行４３１番地 

   柳川市役所三橋庁舎５階 第７会議室 

 (3) 提出方法 

  ア 入札書の提出は、配布する柳川市の様式により直接提出する方法で行う。 

  イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１

０に相当する金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消

費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、

見積った契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載する

こと。 

  ウ 入札の執行回数は、３回までとする。 

１３ 内訳書の提示 

 (1) 開札に際し入札書に記載される入札金額に対応した内訳書の提示を求める。 

  (2) 内訳書は提示を求める内容等を明らかにすること。 

  (3) 落札者以外の内訳書は、係員が確認の後返却する。 

１４ 入札保証金 

   免除する。 

１５ 契約保証金 

  契約金額の１００分の１０以上の契約保証金又はこれに代わる担保を提供す 

ること。ただし、次の場合は契約保証金を免除する。 

（１）柳川市契約事務規則第２９条に該当する者は免除する。 

（２）市を被保険者とする履行保証保険契約（保険金額は契約金額の１００分の１

０以上）を締結し、その証書を提出する場合は契約保証金を免除する。 

１６ 入札の無効 

  次の入札は無効とする。 

 (1) 金額の記載がない入札 

 (2) 法令又は入札説明書において示した条件等入札に関する条件に違反している入

札 

 (3) 同一入札者が２以上の入札をした場合、当該入札者の全ての入札 



 

 

 (4) 入札者又はその代理人の記名押印がなく、入札者が判明しない入札 

 (5) 金額の重複記載又は誤字若しくは脱字により必要事項を確認できない入札 

 (6) 入札に参加することができない者（指名通知を受けた者で、その後入札時点に

おいて指名停止期間中である者等指名基準に反した者を含む。）及び虚偽の申請を

行った者がした入札 

 (7) 委任状を提出していない代理人がした入札 

１７ 落札者の決定方法 

  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条第３項の規定に基づき作成さ

れた予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者

とする。ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契

約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者

と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく

不適当であると認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札し

た他の者のうち最低の価格をもって入札した者を落札者とすることがある。 

１８ 入札辞退の自由 

  入札参加通知を受けた者は、入札執行の完了に至るまでは、自由に入札を辞退す

ることができる。 

なお、入札の辞退を理由に、本市においていかなる不利益な取扱いもしない。 

１９ その他 

 (1) 入札・契約の手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨

に限る。 

 (2) 入札参加者は、入札心得及び仕様書等を熟読し、入札心得を遵守すること。 

 (3) 入札参加者は、参加に当たって知り得た個人情報、事業者の情報などを漏らし

てはならない。 


